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Ⅰ 基本的な考え方

区 分 当初予算要求・編成基準

一
般
経
費

人件費 年間所要額

維持補修費、扶助費 年間所要額

物件費、
投資及び出資金
補助金及び負担金

新規事業に係る経費は肉付予算対応
ただし、当初予算計上が適当な事業は当初予算対応

貸付金
修学資金等は当初予算対応
融資制度に係る貸付のうち、既往分は当初予算対応 新規分はH22.9月補正後予算の30％以内
を当初予算対応

普通建設事業
継続的事業、施工時期等から特に必要な事業に限り、当初予算計上

ただし、継続費、債務負担行為に係る事業については、年間所要額を当初予算計上

公共事業 H22.9月補正後予算額の50％以内を目安 災害関連、雨期前発注等、早期に発注する
必要がある事業については当初予算対応単独事業 H22.9月補正後予算額の30％以内を目安

直轄事業負担金 H22.9月補正後予算額の70％以内を目安

指
定
経
費

義務的経費
（災害復旧事業、法的経費、扶助費、公債費、人件費）
年間所要額

臨時・大型事業経費 継続事業であって、当初予算計上が必要なものに限り、年間所要額

緊急総合対策については切れ目なく実施
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知事の改選期のため骨格予算として編成



Ⅱ 当初予算案の規模

当初予算案総額
３，８４７億１１百万円

（22年度 当初予算比△１３．０％）
（22年度 現計予算比△１７．１％）

緊急総合対策 １７４億８４百万円
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年 度

当初（骨格）予算額 ６月補正予算額

A 対前年比 B 同補正後

C=A+B B/C

Ｈ３ 341,407 92.0 67,805 409,212 16.6

Ｈ７ 376,725 84.7 87,896 464,621 18.9

Ｈ１１ 413,868 84.8 79,728 493,596 16.2

Ｈ１５ 397,433 84.2 53,894 451,328 11.9

Ｈ１９ 364,304 86.5 47,417 411,721 11.5

Ｈ２３
(367,227)

384,711
（ 89.7）

87.0
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過去の骨格予算編成時の予算規模

※（ ）は経済対策を除く

（単位：百万円、％）



予算規模の推移
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（骨格時当初は6月補正後）

当初予算は平成１２年度をピークに減少が続いていたが、２１年度から上昇に転じている

4,937

3,847

億円

年度



１ 歳出予算の概況(性質別）

人件費

1,289

(33.5%)

扶助費

192

(5.0%)公債費

694

(18.1%)

物件費

157

(4.1%)

貸付金

267(6.9%)

その他

727(18.9%)

補助

237(6.2%)

単独

169(4.4%)

直轄

105(2.7%)

災害復旧

9(0.2%)

3,847億円

投資的経費
520

(13.5%)

一般行政経費
1,151

(29.9%)

義務的経費
2,176

(56.6%)
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（単位：億円）



当初予算要求基準に
基づき編成

給与カット戻し

歳出の主な増減額（Ｈ22当初→Ｈ23当初）
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（単位：百万円）

貸付金

その他

20,000△20,000 0

物件費

投資（うち単独）

人件費

△40,000

投資（うち補助・直轄）

△40,105

△6,260

1,904

△337

△18,337

△2,191

投資（全体）

△27,795



県税

696

(18.1%)

諸収入

320

(8.3%)

その他

457

(11.9%)

地方交付税

1,293(33.6%)

国庫

441

(11.5%)

県債

505

(13.1%)

その他

136

(3.5%)

3,847億円

依存財源

2,375
(61.7%)

自主財源

1,472
(38.3%)

２ 歳入予算の概況
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（単位：億円）



歳入の主な増減額（Ｈ22当初→Ｈ23当初）
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（単位：百万円）

基金繰入金

△20,000 0△10,000 10,000

3,992

県税

地方譲与税

4,269

交付税+臨財債 △17,192

△18,325諸収入

△720

法人関係税の増

地方法人特別譲与税
の増

骨格予算分のみ計上
（交付税については
110億円程度を留保）

国の補正関係基金
繰入の減



Ⅲ 緊プロの総括

（単位：億円）

H19 H20 H21 H22

収支不足額 △93 △1 △42 △57

基金残高 136 147 120 149

【緊プロVer．2.0】

基金残高目標 ： 150億円程度

H19.11月策定

【緊プロVer．2.1】

緊急総合対策は緊プロの財政フレーム外枠で実施
基金残高目標 ： H23予算編成ができる程度

H21.2月改訂

収支不足額 － － △87 △76

基金残高 － － 86 107

実 績

収支不足額 △82 △6 △51 0

基金残高 152 164 131 158

当初緊プロの目標を達成する見込み
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公共投資の総額調整(H20～22年度)

３年間で2,640億円程度となる予算額を確保できる見込み

緊急総合対策（574億円）は
上乗せ実施（ｱ+ｲ+ｳ）

７３億円 （ｱ） １６４億円 （ｳ）

３３７億円 （ｲ）

９７５億円

Ｈ１９ Ｈ２１

９０２億円

(b)

Ｈ２２

県予算額
８５３億円

Ｈ２０

８５７億円

(a)

３ヵ年で約2,640億円
（a+b+c）

H22

８８１億円

(c)

※維持管理及び業務取扱費に係る直轄
事業負担金制度の廃止に伴う制度改正
影響額 ２８億円
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Ⅳ 平成２３年度当初予算における主要事業
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国際リニアコライダー推進事業費

多彩な文化を語るトークイベント開催事業費

DV対策強化事業費

CSO活動基盤整備支援事業費

住宅用太陽光発電導入促進事業費

児童虐待防止対策緊急強化事業費

高機能薬局施設整備費

さが機能性・健康食品開発拠点（仮称）事業費

水素利用社会システム構築実証等事業費

新博多駅ビルを活用した県産品PR事業費

こだまの森林づくり整備事業費

新幹線活用推進費
（新幹線活用地域づくり事業費補助）

佐賀城築城４００年記念

「甦れ佐賀城天守閣」 検証事業費

＝
緊
急
総
合
対
策



Ⅳ 平成２３年度当初予算における主要事業
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高機能薬局施設整備費

CSO活動基盤整備支援事業費

DV対策強化事業費

児童虐待防止対策緊急強化事業費

住宅用太陽光発電導入促進事業費

水素利用社会システム構築実証等事業費

多彩な文化を語るトークイベント開催事業費

佐賀城築城４００年記念
「甦れ佐賀城天守閣」 検証事業費

新幹線活用推進費
（新幹線活用地域づくり事業費補助）

国際リニアコライダー推進事業費

さが機能性・健康食品開発拠点（仮称）事業費

新博多駅ビルを活用した県産品PR事業費

＝
緊
急
総
合
対
策こだまの森林づくり整備事業費



政策監グループ １９，９７６千円

事業内容

目 的

基礎科学の理解促進 地質調査

・研究者による授業や講演会
・セルンへの物理教師派遣研修

・講演会
・先端基礎科学次世代加速器研究会
・国際研究都市構想策定 及び 経済波及効果調査

※福岡県と共同実施

研究者グループが作成する設計書に
必要な地質データ収集

国際リニアコライダー推進事業費

国際リニアコライダー計画の理解促進

● 国際リニアコライダー（直線衝突型高エネルギー粒子加速器）の脊振地域への立地を目指す

● 県民の基礎科学への理解促進

● 県民の国際リニアコライダー計画の意義についての理解促進

※福岡県と共同実施 ©Numazawa



多彩な文化を語るトークイベント開催事業費

日 程 ： 平成24年3月3日（土）

参加者数 ： 約1,300人

会 場 ： 鳥栖市民文化会館

内 容 ：

第26回「平和の日」奈良の集い

目 的

第２８回 「平和の日」 佐賀の集い（仮称）

政策監グループ ３，７８４千円

一流の文化論に触れる機会

文化活動の振興 平和の尊さを再認識

日本ペンクラブに所属する作家等、著名な文化人８名（２名×４組）に

より文化論や平和論を展開する対談方式のトークイベントを開催

事業内容



相談から保護・自立まで一貫かつ継続した支援体制の整備

●市町での相談窓口の整備等により、被害者等の早期発見・支援が可能となる。
●被害者等の状況に合った、よりきめ細やかな支援が可能となる。

男女参画・県民協働課 １８，２１７千円

事業内容

目 的

成 果

● 潜在化している相談等の掘り起こし

● 被害者を早期支援する仕組みづくり

ＤＶ等総合相談の強化ＤＶ等総合相談の強化 ＤＶ被害者等支援体制づくりＤＶ被害者等支援体制づくり

相談コーディネーターの配置

相談員の増員

市町への定期派遣

男性総合相談窓口の設置

相談コーディネーターの配置

相談員の増員

市町への定期派遣

男性総合相談窓口の設置

相談員の育成
メンタルヘルス・ケアの充実
相談員の育成
メンタルヘルス・ケアの充実

各種支援プログラムの開発・実証

・避難母子の心理的支援プログラム

・性犯罪被害者の急性期支援プログラム

・子どもに対するDVの発見・支援プログラム

各種支援プログラムの開発・実証

・避難母子の心理的支援プログラム

・性犯罪被害者の急性期支援プログラム

・子どもに対するDVの発見・支援プログラム

ＤＶ対策強化事業費



団体運営や
人材育成への支援
団体運営や
人材育成への支援

金融機関からの
融資利用への支援
金融機関からの
融資利用への支援

ＣＳＯ活動基盤整備支援事業費

男女参画・県民協働課 ６７，５００千円

事業内容

目 的

自立した運営が
可能なＣＳＯの増加
自立した運営が
可能なＣＳＯの増加

県民協働の推進による
公益性の高いサービスの
質と量の確保

県民協働の推進による
公益性の高いサービスの
質と量の確保

県民満足度の向上県民満足度の向上

県民・企業等からの
寄附の募集への支援
県民・企業等からの
寄附の募集への支援

行政とＣＳＯが連携した
新たな協働のモデル事業
への支援

行政とＣＳＯが連携した
新たな協働のモデル事業
への支援

ＮＰＯ法人等の市民社会組織（ＣＳＯ）が自ら資金調達し、自立的活動を円滑に行うための基盤整備

を支援することで、ＣＳＯが公益性の高いサービス提供を担うことのできる環境をつくる



地球温暖化対策の推進

家庭部門からの二酸化炭素排出量を削減

県民の地球温暖化対策に対する意識の向上

事業内容

目 的

成 果

地球温暖化対策課 ３０１，０２２千円

住宅用太陽光発電導入促進事業費

新たに太陽光発電を設置する一般住宅に対し、補助を行う

事業期間 ： 平成23年度～平成24年度

予定件数 ： 3,000件／年

最大出力１ｋＷ当たり２．５万円
（一戸当たり上限金額：１０万円）



母子保健福祉課 ６７，８００千円

児童虐待の防止と発生時の適切な対応を図る

虐待通告のあった場合の
安全確認等体制強化

担当職員の資質向上

広報啓発の強化

体制強化のための
環境改善

緊急対応の強化

非常勤嘱託職員を配置

県

専門機関での研修等

キャンペーン等の啓発活動

児童相談システムの構築等

市町（県補助）

非常勤嘱託職員を配置

専門機関での研修等

広報啓発
関係団体等による啓発活動等

乳児家庭全戸訪問に必要な
備品整備等

市町による創意工夫に満ちた
取組の実施

目 的

事業内容

児童虐待防止対策緊急強化事業費



高機能薬局施設整備費

西部保健医療圏における高機能薬局の整備に対する補助
整備主体：一般社団法人伊万里有田薬剤師会

補 助 額 ：５０，０００千円（総事業費 ６９，５６５千円）

地域の医療提供体制（病院・薬局連携）の再構築を図るため、

地域の拠点となる高機能薬局を整備する

高機能薬局
地域薬剤師会の基幹薬局

○夜間対応
○高度調剤に対応

○地域薬局の拠点
○研修センター機能

伊万里有田地区
統合病院

患者・処方箋

地域の薬局
（かかりつけ薬局）

○夜間

○高度調剤

県内初

薬務課 ５０，０００千円

目 的

事業内容

患者・処方箋



さが機能性・健康食品開発拠点（仮称）事業費

機能性食品分野における、産学官共同研究を
利用した県内中小企業の新製品開発を促進

コーディネート活動拠点 研究開発拠点

産学官による
共同研究実施

大学・
研究機関

企業
大学・

研究機関 企業

・コーディネータによる相談・マッチング機能の強化

・企業に対する産学官連携、研究開発の普及啓発

・競争的資金獲得に向けた（提案）サポート等

地域特産農産物を用いた機能性食品の開発、

成分の解析、商品化に向けた共同研究

新産業課 １９，５００千円

事業内容

目 的

企業とのマッチングを行うコーディネート活動拠点の機能を
佐賀大学内の産学官共同研究拠点に持たせる

マッチング
コーディネート

付加価値の高い新産業を創出・集積



ＦＣＶ公用車のリースを継続し、普及啓発と社会実証に活用

福岡県と連携して、FCVの広域走行やセルフ充填の
社会実証の拠点として活用

水素利用社会システム構築実証等事業費

水素ステーション（鳥栖市）の運用

新エネルギー産業振興課 ４５，４５０千円

事業内容

目 的

福岡県と連携した取組み

北部九州地域に集積する
自動車関連産業の
持続的な発展を目指す

水素ステーション整備の機運を醸成

燃料電池自動車（FCV)の普及

啓発事業



流通課・観光課 ２３，９３２千円

佐賀県のＰＲ事業（観光・県産品）を集中展開 【開業から１年程度】

九州新幹線鹿児島ルート全線開通
新博多駅ビル開業
九州新幹線鹿児島ルート全線開通
新博多駅ビル開業

事業内容

目 的

「佐賀」を知ってもらう
「佐賀」に来てもらう
「佐賀」を知ってもらう
「佐賀」に来てもらう

新博多駅ビルを活用したＰＲ事業費

新たな人の流れ
集客
新たな人の流れ
集客

駅ビル広告宣伝媒体を活用したＰＲ

（デジタル広告・展示スペース）

博多阪急などでのイベント開催
・県産品の料理教室やセミナー開催
・市町等と連携した「佐賀県フェア」開催



こだまの森林づくりの促進

クレジット販売収入

地球温暖化の防止
（森林整備によるCO2削減）

こだまの森林づくり整備事業費

森林整備課 ６３，５１３千円
（うち拡充分2,774千円）

も り

J－VER制度の活用

企業・市民は、自らの温室効果ガス排出量を認識し、削減努力をする
それでも削減困難な分は同量のクレジットを購入することで相殺（＝オフセット）する

オフセットクレジット（ＪＶＥＲ）制度とは・・・
自主的な温室効果ガス排出削減・吸収活動から生じた排出削減・吸収量をクレジット化し、企業等に販売する制度

事業内容

「多良岳・有明海の森」間伐促進プロジェクト

・間伐面積：63ha

(H22実施分56haを加算し、吸収量の認証申請)

・クレジットの取得量：約880ﾄﾝCO2

Ｈ２３

Ｈ２４～ クレジットを企業等に販売
・販売目標額：約440万円
・取組方法のマニュアル化、市町・企業等への普及啓発

成 果

間伐を更に促進

目 的

オフセット・クレジット（ＪＶＥＲ制度）を活用し「森林を活かす」



新幹線活用推進費（新幹線活用地域づくり事業費補助）

「オンリーワン」

新幹線活用・整備推進課 ２０，０００千円

事業内容

目 的

県内各地域における九州新幹線を活用した取組みを推進し、県内全域の地域経済を強く元気にする

新幹線活用の
ための組織 「新幹線活用プラン」を策定

取組み実施

民間団体等

市町

「新幹線活用プラン」に基づく 「オンリーワン」を目指す取組みを

実施する団体に対し、取組みに必要な経費を補助

補助を実施
（３年間を上限）
補助を実施

（３年間を上限）



佐賀城築城４００年を機に、県史跡佐賀城跡の解明をさらに進める

佐賀城築城400年記念「甦れ佐賀城天守閣」検証事業費

社会教育・文化財課 １，２００千円

目 的

事業内容

「佐嘉小城内絵図」本丸部分（下側が北）
（財団法人鍋島報效会蔵）

調査主体：佐賀市教育委員会
調 査 費：H23－25 15,000千円（うち県費 2,700千円）

うちH23 3,000千円（うち県費約540千円）
負担割合：国50％、県18％、佐賀市32％

主体：佐賀市教育委員会
協力：県教育委員会、佐賀大学

佐賀城本丸歴史館を活用した講演会・展示会等を実施

佐賀市が実施する天守閣跡調査への支援

発掘調査費補助（H23 約540千円）

文献調査への協力

本丸歴史館を活用した広報・啓発
（H23 約660千円）

佐賀城天守閣
慶長14 (1609)年 建設
享保11 (1726)年 焼失～その後再建されず
※佐賀城全体の完成は慶長16（1611）年




